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Ⅰ 敦賀児童相談所の概要 

１ 敦賀児童相談所の概要 
(１) 所在地 

   〒914－0074 敦賀市角鹿町 1番地 32   電話 0770-22-0858 

(２) 所管地域 敦賀市、小浜市、美浜町、高浜町、おおい町、若狭町 

(３) 沿革 

昭和 26年 5月 「福井県敦賀地方「福井県敦賀地方児童相談号 15の 2番地に開所 

昭和 32年 1月  敦賀市本町 2丁目 2番地に地籍名変更 

昭和 35年 3月 設置基準 C級に昇格 敦賀市角鹿町 1番地 32に新築移転 

昭和 48年 4月 総務課・相談判定課の 2課制となる 

昭和 53年 4月 「福井県敦賀児童相談所」に名称変更 

昭和 56年 3月 新庁舎落成 

平成 8年 4月  県機構改革により「福井県嶺南振興局敦賀児童相談所」に名称変更 

令和 5年 10月  一時保護施設を総合福祉相談所と統合し新築移転 

 

(４) 職員構成                                                 

R6.4.1現在 

職     種 専  任 
嘱託・会計年度任

用職員 
合   計 

所  長 １ ０ １ 

総 務 課 長 １ ０ １ 

相談判定課長（福祉司 SV） １(児童福祉司発令) ０ １ 

児 童 福 祉 司 ７ ０ ７ 

児 童 心 理 司 ４ ０ ４ 

警 察 官 １ ０ １ 

保 健 師 １ ０ １ 

総 務 事 務 職 員 １ ０ １ 

精 神 科 医 ０ １ １ 

小 児 科 医 ０ ０ ０ 

児 童 虐 待 対 応 協 力 員 ０ １ １ 

計 １７ ２ １９ 
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２ 児童相談のながれ 

相談・通告

一般住民、民間団体 相談・通告

児童委員
保育所、幼稚園、学校
児童家庭支援センター 相談・通告

児童福祉施設等 面接
保健所、市町保健センター 電話等

警察・司法機関 通告等

医療機関　ほか

送致等 送致等

（結果報告・方針の再検討）
（所長決裁）

保護
観察、指導

（所長決裁）

（受理、判定、援助方針会議）

１．在宅指導措置 ２．児童福祉施設入所措置
(1)措置によらない指導 指定発達支援医療機関委託
ア　助言指導 ３．里親、小規模住居型児童養育事業委託措置
イ　継続指導 ４．児童自立生活援助事業の実施
ウ　他機関あっせん ５．市町への事案送致

(2)措置による指導 福祉事務所送致、通知
ア　児童福祉司指導 県知事、市町長報告、通知
イ　児童委員指導 ６．家庭裁判所送致
ウ　市町指導 ７．家庭裁判所への家事審判の申立て
エ　児童家庭支援センター指導 ア　施設入所の承認
オ　知的障害者福祉司指導、社会福祉主事指導 イ　特別養子縁組適格の確認の請求
カ　障害児相談支援事業を行うものの指導 ウ　親権喪失等の審判の請求または取消しの請求
キ　指導の委託 エ　後見人選任の請求

(3)訓戒、誓約措置 オ　後見人解任の請求

援
　
助

相談の受付

意見具申

意見照会

（子ども、保護者、関係機関等への継続的援助）

ケ
ー
ス
検
討
会
議

（
情
報
交
換

、
支
援
内
容
の
協
議
等

）

支援等　

県福祉事務所

援助の終結・変更

市町児童所管課

援助の実行

援助内容の決定

援助方針会議

判定（判定会議）

県
児
童
福

祉
審
議
会

子ども・家庭

社
会
診
断

そ
の
他
の

診
断

一時保護調査

行
動
診
断

医
学
的

診
断

心
理
診
断

受理会議
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会

（
調
整
機
関
）

児童相談所
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３ 児童相談の種類と内容 

相談の種類は、その内容によって、次の 15の相談種別に分類される 

養      

護

相

談 

児 童 虐 待 

「児童虐待の防止等に関する法律」第２条に規定する次の行為に関する相談 

(１)身体的虐待 

児童の生命および健康に危険のある身体的な暴力(おそれのある暴力を含む) 

(２)性的虐待 

性交、性的暴行、性的行為の強要 

(３)心理的虐待 

暴言や差別など心理的外傷を与える行為、児童が同居する家庭における配偶者や家族に

対する暴力 

(４)保護の怠慢、拒否（ネグレクト） 

保護の怠慢や拒否により健康状態や安全を損なう行為および棄児 

そ の 他 
父または母等保護者の家出・失踪、死亡、離婚、入院、稼働および服役等による養育困難

児、迷子、親権を喪失・停止した親の子、後見人を持たぬ児童等環境的問題を有する児童、

養子縁組に関する相談 

保 健 相 談 低出生体重児、虚弱児、内部機能障害や小児喘息、その他の疾患（精神疾患を含む）を有

する児童に関する相談 

障

害

相

談 

肢体不自由相談 肢体不自由児、運動発達の遅れに関する相談 

視聴覚障害相談 盲（弱視を含む）、ろう（難聴を含む）等視聴覚障害児に関する相談 

言語発達障害等相談 
構音障害、吃音、失語等音声や言語の機能障害のある児童、言語発達遅滞のある児童等に関

する相談 

重症心身障害相談 重症心身障害児(者)に関する相談 

知的障害相談 知的障害児に関する相談 

発達障害相談 
自閉スペクトラム症、学習障害、注意欠陥多動性障害等の発達障害を有する児童に関する相

談 

非

行

相

談 
ぐ犯行為等相談 

虚言癖、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、性的逸脱などのぐ犯行為や問題行動のある児童、警

察署からぐ犯少年として通告のあった児童、または触法行為があったと思料されても警察

署から法第 25 条による通告のない児童に関する相談 

触法行為等相談 触法行為があったとして警察署から法第 25 条による通告のあった児童、犯罪少年に関して

家庭裁判所から送致のあった児童に関する相談 

育

成

相

談 

性 格 行 動 相 談 
児童の人格の発達上問題となる反抗、友達と遊べない、落ち着きがない、内気、緘黙、不活

発、家庭内暴力、生活習慣の著しい逸脱等、性格もしくは行動上の問題を有する児童に関す

る相談 

不 登 校 相 談 学校および幼稚園並びに保育所に在籍中で、登校(園)していない状態にある児童に関する相

談 

適 性 相 談 進学や職業の適性、学業不振等に関する相談 

育児・しつけ相談 家庭内における幼児の育児・しつけ、児童の性教育、遊び等に関する相談 

そ の 他 の 相 談 上記のいずれにも該当しない相談 
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４ 児童福祉施設等入所状況および施設一覧 

（１） 所管する児童福祉施設および措置児童数      

 
（措置児童数を計上）                        令和 6年 3月 31日現在 

 施設種別 

施設数 
定員 

(暫定) 

現員  県外か

らの 

措置 私立 公立  
福井 

児相 

敦賀 

児相 

県
内
施
設 

乳 児 院 2 ― 
33 

(32) 
14 11 3 0 

児 童 養 護 施 設 5 ― 
218 

（211） 
146 105 41 0 

児 童 自 立 支 援 施 設 ― 1 
45 

(12) 
6 5 1 0 

福祉型障害児入所施設 2 ― 25＊ 11 9 2  

医療型障害児入所施設 ― 1 50＊ １ 1 0  

指定発達支援医療機関 2 ― ― 4 2 2  

計 11 2 
371 

（330） 
182 133 49  

県外

施設 
児童養護施設  3 2 1  

＊契約入所も含む 

 

 

（２） 県内の里親・ファミリーホームおよび措置児童数                

令和 6年 3月 31日現在      

種別 登録数 定員 

委託児童数 

福井児相 敦賀児相 
県外からの

委託 
県外への 
委託 

里 親 179 ― 40 7 0 0 

ファミリーホーム １ 6 １ 0 0 0 
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５ 主要事業の概要 
 

 敦賀児童相談所では、通常の相談、判定、一時保護業務のほかに種々の事業に取り組んでいる。 

令和５年度の主要事業の概要は以下のとおりである。 

 

 

(１) ひきこもり等児童宿泊等指導事業 

 

ひきこもり等の子どもたちを対象に集中的な関わりを持ち、より深く子どもを理解し、心理

治療の効果を高めることを目的に通所活動や野外合宿を実施している。 

 

実施日 場所 参加児童数 ＳＶ 

R6.3.1 アリーナボウル 2人 ― 

 

 

(２) 家族療法スーパーバイザー招聘研修 

 

近年、ひとり親家庭、ステップファミリーなど家族の形態が多様化しており、児童相談にお

いて家族全体を支援対象としたアプローチがますます重要となっているため、所外からスーパ

ーバイザーを招いた研修会を開催している。 

  

  講  師 テーマ 参加者 

第１回 

(R5.8.25) 

福井大学学術研究院  

教育・人文社会系部門 

廣澤 愛子 教授 

・虐待事例 

・社会的養護の模擬事例 

    グループワーク 

相談所職員 

事例関係機関職員 

第２回 

(R5.11.27) 

甲子園大学  

心理学部 現代応用心理学学科  

安村 直己 教授 

・葛藤を抱えている 

家族への支援 

・発達障害、家庭内暴力 

事例 

同上 

第３回 

(R6.2.26) 

仁愛大学 

人間学部 心理学科 

渡辺 克徳 准教授 

・虐待、性格行動事例 

・インターパーソナル 

フェアフロー4について 

グループワーク 

同上 

 

(３) 里親養育支援事業 

 

福井県では、令和３年度から里親養育支援事業を里親養育包括支援（フォスタリング）機関

である「福井県家庭養護推進ネットワークフォスタリング事業部（福さと）」に委託している。 

制度の普及啓発や登録里親への研修・トレーニング、受託里親への養育支援、委託予定児童の

マッチング業務等、里親養育支援事業の多くを専門機関に委託することで、より専門性の高い

支援を提供できる体制を整備している。 

 



6 

 

(４)  市町職員児童虐待防止研修会 

 

市町および児童相談所の体制強化と、職員の資質向上を目的として、経験等に応じた児童虐

待相談対応の段階別研修を実施している。 

 

 

 

(５) 法的対応相談事業 

 

児童相談所の援助活動が児童・親権者双方の権利侵害とならないために、随時、福井弁護士

会所属弁護士の相談を実施し、専門的助言を受けている。 

また、児童相談所長の権限として、児童の福祉のために保護者同意のない一時保護の延長や

施設入所承認の申立、未成年後年人の選任・解任請求、特別養子適格確認請求等をする場合の

代理人として専門的手続きを委託している。 
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Ⅱ 令和５年度の相談概要（業務統計） 

 
１ 児童相談受付状況 

(1)   過去５年間の児童相談受付件数の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 過去５年間の相談受付件数の推移（敦賀児童相談所） 

 

 

＊近年、虐待を含む養護相談の割合が全体の６割を占めている。 

＊次いで障害相談が約３割を占めている。障害相談は主に療育手帳の判定に関する相談であ

る。 
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(2)  令和 5年度通告経路別受付件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊虐待に関する相談受付件数は全体の約４割を占めている。 

通告経路としては警察からの通告が、総受付の約３割、虐待相談受付では約５割を占め

ている。 
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(3)  年齢別・相談別受付件数 

 

 
 

 

 

 



10 

 

(4)  市町別相談種別受付件数 
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(5)  令和 5年度に受付けた虐待相談の年齢構成および虐待種別 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別・虐待種別受付状況 

 
 

＊虐待種別では心理的虐待が最も多く、次いで身体的虐待が多い。心理的虐待・身体的虐待を合

わせると全体の７割を占めている。 

＊被虐待児童は、小学生の児童が 38.4％で最も多く、０歳～小学生が全体の７割を占めている。 
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(6)  主な虐待者 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な虐待者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊虐待者は実父が最も多く、次いで実母が多い結果となっている。近年、DV目撃（面前 DV）によ

る虐待が増加しており、虐待者として DV加害者である父親の割合が増えている。 

実母が多い背景には、子どもと関わる時間が長く、ストレスがかかりやすいことやひとり親家庭

で子育てにゆとりがない場合などが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な虐待者の割合(敦賀児童相談所） 
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２ 児童相談対応状況 

(1)   相談種別対応状況 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊面接指導には、助言指導と継続指導、他機関あっせんがある。 

・助言指導は、１～３回程度の助言、指導等をいう。 

・継続指導は、少なくとも数回以上にわたって継続実施する心理療法やカウンセリング面接による 

指導等をいう。 
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(2)  養護相談対応状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊養護相談は面接指導による対応が約９割を占める。 

家庭環境の相談は、保護者の就労や知的・精神障害のために十分な養育ができないことに関す

るものが多い。 
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(3) 虐待相談対応件数の推移 

 

 

 

 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＊全国の虐待相談対応件数は増加の一途を辿っている。福井県全体でもここ５年間で急増し

たが、令和３年度をピークに高止まりの状況が続いている。 
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３ 一時保護状況(委託一時保護を含む) 

(1)  保護人員の受付状況 

 

      

 

 

 

 

 

(2)  年齢階層別・相談種別保護状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 

年齢階層別・相談種別保護状況 

 

 

（3） 虐待を理由とする保護児童の年齢区分 
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（4） 保護児童の対応状況 

 

 

(5)  虐待を理由とする保護児童の一時保護解除後の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊「その他」には、祖父母など親族宅での引取りや、児童養護施設等に措置中の児童が一時保護解除

後に元の施設等に戻る場合などがある。 

児
童
福
祉

施
設
入
所

里
親
委
託

他
機
関
移

送

帰
宅

そ
の
他

計

保
護
延
日

数

一
人
当
た

り
の

保
護
日

数

一
日
当
た

り
の

保
護
人

数

養護 0 7 0 13 25 6 51 1,093 21.4 3.0 0

障害 0 0 0 1 1 0 2 21 10.5 0.1 0

非行 1 0 0 1 3 0 4 86 21.5 0.2 1

育成・その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0

計 1 7 0 15 29 6 57 1,200 21.1 3.3 1

敦
賀
児
相

相談種別

前
年
度
か

ら
の

継
続
保
護

人
員

令和５年度対応状況

次
年
度

へ
の

継
続
保
護

人
員
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４ 診断・判定の状況 

（1） 調査・判定・心理治療の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 療育手帳判定状況 
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５  里親の状況 

(1)   年度末委託児童数 

 (R6.3.31現在) 

 
 

 

(2)  里親委託・解除・変更状況 

 

 


